
　令和 6年度税制改正において、賃金上昇が物価高においついていない国民の負担を緩和するため、デフレ脱却のための一時的
な措置として、令和 6年度個人住民税の定額減税が、以下のとおり実施されますのでお知らせいたします。

１．定額減税の対象となる方

　令和５年中の合計所得金額が 1,805 万円以下（給与収入のみの場合、給与収入が 2,000 万円以下）である所得割の納税義務
　者の方。
（注 1）同一生計配偶者、国外居住者は除く。
（注 2）個人住民税が非課税の方および均等割のみ課税の方は、定額減税は実施されません。
（注 3）特別控除の適用額は、ほかの税額控除を適用した後の所得割の金額が上限となります。
（注 4）ふるさと納税の控除上限額の算出は、定額減税前（調整控除後）の所得割の金額が上限となります。
（注５）均等割や利子割、配当割、株式等譲渡所得割からは控除されません。

２．定額減税額

　次のアからウまでの合計額が減税されます。
　ア　納税義務者（本人）：1万円
　イ　控除対象配偶者（注 1）（国外居住者を除く）：1万円
　ウ　扶養親族（注 2）（国外居住者を除く）：1人につき 1万円
　　（計算例）控除対象配偶者と扶養親族（子 2人）がいる場合の定額減税額
　　　　　　　1万円（本人）＋ 1万円（控除対象配偶者）＋ 2万円（扶養親族 2人）＝ 4万円
（注 1）�控除対象配偶者とは、同一生計配偶者（本人と生計を一にする配偶者で、前年中の合計所得金額が 48万円以下の方）

のうち、　本人の前年の合計所得金額が 1,000 万円以下である場合の配偶者をいいます。
（注 2）�扶養親族とは、本人と生計を一にする親族（配偶者・事業専従者を除く）で、前年中の合計所得金額が 48万円以下

の方をいいます。
（注 3）�控除対象配偶者を除く同一生計配偶者（国外居住者を除く）については、令和７年度分の所得割の額から１万円を控

除します。
（注 4）�減税額については、令和６年度給与所得等に係る町民税・県民税特別徴収税額の決定通知書または令和６年度町民税・

県民税額決定通知書兼納税通知書に記載されます。※非課税の方への送付はありません。

３．定額減税の実施方法

　定額減税は、町民税・県民税を納付していただく方法によって、
実施方法が異なります。具体的には以下のとおりです。ただし、
均等割額および森林環境税額からは定額減税額を控除しないため、
ご負担いただく税額が残る場合があります。

・特別徴収の場合（給与から天引きの方）
　令和６年６月分は徴収せず、「定額減税「後」の年税額」を令和
６年７月分～令和７年５月分の 11カ月で徴収します。
（注 1）�定額減税の対象とならない方は、通常どおり令和６年６月分～令和７年５月分の 12カ月で徴収します。
（注 2）�定額減税により所得割額が０円となる場合は、令和６年７月に均等割額をまとめて徴収します。
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※動力機の燃料代は請負者負担となります。

作業区分等 金額

臨時雇 賃金
田植補助 ８時間 ￥8,000
稲刈補助 ８時間 ￥8,000

動力作業�
（10a 当たり）

田耕起 トラクター
１番耕起 ￥4,000
2 番耕起 ￥3,000

水田代かき トラクター ￥7,000

田植
請負者苗持ち ￥22,000
請負者苗なし ￥8,000

稲刈 コンバイン（倒伏等の条件による） ￥18,000 ～￥22,000
畔塗り 100ｍ当り ￥3,000
畑耕起 トラクター ￥4,300
乾燥調製 （籾すり含む、色彩選別除く） 60kg 当り ￥1,800
育苗 １箱当り ￥750
稲刈から乾燥調製 （籾すり含む、色彩選別除く） ￥31,000 ～￥35,000
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・普通徴収の場合（納付書や口座振替などで納付する方）
　「定額減税「前」の年税額」をもとに算出した第１期分（令
和６年６月分）の税額から控除し、第１期分から控除しきれ
ない場合は、第２期分（令和６年８月分）以降の税額から、
順次控除し徴収します。

・公的年金の場合（年金から天引きの方）
 「定額減税「前」の年税額」をもとに算出した令和６年 10月分
の特別徴収税額から控除し、控除しきれない場合は令和６年 12
月分以降の特別徴収税額から、順次控除し徴収します。（仮特別
徴収税額からは控除しません。）
　ただし、令和６年度分の個人住民税において初めて公的年金
等に係る所得から特別徴収される場合は、令和６年６月分およ
び８月分は普通徴収の方法による控除を実施し、控除しきれない場合は令和６年 10月分以降の特別徴収税額から、順次控除
します。

・調整給付金の給付時期
　調整給付金の対象と
なる方には、町からお
知らせを送付します。
　送付時期および給付
時期は現在調整中のた
め、詳細が決まりまし
たら、広報とねおよび
町公式ホームページで
お知らせします。

▶問い合わせ先　　税務課　町民税係　　☎６８－２２１１（内線２０３）

個人住民税の定額減税について

４．定額減税補足給付金（調整給付金）について

　定額減税の対象者で、定額減税可能額が減税前所得割額を上回る（減税しきれない）方へ、その差額を1万円単位で給付します。
・対象者　定額減税の対象者で、定額減税可能額で減税しきれないと見込まれる方
・給付額　納税義務者本人および控除対象配偶者を含めた扶養親族に基づき算定される定額減税可能額が、令和 6年度分個人　
　住民税所得割額または令和6年分推計所得税額を上回る場合に、上回る額を1万円単位に切り上げて算定した額を給付します。
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